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研究成果の概要（和文）： 
 ミクロ経済学の理論によれば、商品の価格は商品に対する需要曲線と供給曲線の交点で決ま
るという。監査は無形の商品であるがゆえに、監査サービスの価格（監査報酬）と供給量の決
定にも、ミクロ経済学の理論を適用できる。 
 我が国では 2008 年は、新しい法定監査制度（財務諸表監査と内部統制監査）が始まった監
査元年である。今後の監査論研究は、新制度のもとで始めなければならない。監査報酬と被監
査報酬を中心にして、実態分析を試みた。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 

According to micro economics, the cross price of goods is decided by the point at which the 

supply curve and demand curve. This theory may also apply to the determination of the 

Auditing fees , although auditing is an invisible good. 

 The new Japanese statutory auditing system for financial statements and internal 

controls , started with the2008 fiscal year. Future auditing research will be based on this 

new system. The purpose of the paper is to analyze the determination of the 2008-2010 

audit fee using the corporate annual reports submitted to Financial Service Agency.   
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2008 年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

2009 年度 700,000 210,000 910,000 
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１． 研究開始当初の背景 
  我が国の法定監査制度は、海外（エンロ
ン事件など）および国内の企業不祥事（カネ
ボウ事件など）の影響を受けて、あらたに、
金融商品取引法における内部統制監査と四
半期レビューの法定化、会社法における内部
統制構築の法的義務化により、大きな転換点
を経るに至った。また、これらの事件に対す
る社会的制裁によって、日米両国において大
手監査法人が消滅した。 

  従来、我が国の法定監査は、戦後約 50年
間、財務諸表の監査を中心に展開してきた。転
換点前後、我が国監査市場に如何なる変化が現
れているのか。法定監査は被監査会社から支払
われる監査報酬の範囲内で実施される。本研究
課題は、監査報酬および非監査報酬の変化を中
心にして我が国監査市場の実態分析を実施す
る。なお、実態分析には、相当のコストと研究
時間がかかるため、監査論の分野では研究成果
の公表は多くはない。 
  ただ、最近では日本公認会計士協会の研究
支援を受けて、監査報酬についての研究成果が
公表されつつある。監査報酬の受け手側の組織
的支援を受けた研究では、研究の客観性に疑念
をいだかれるリスクがある。科研費であれば、
研究の中立性は確保できると信じる。科研費を
申請したのは、研究にこの客観性を付与するた
めであった。 
 
 
２． 研究の目的 
 我が国の法定監査制度は、企業についてい
えば、金融商品取引法監査と会社法監査に分
けられる。会社法監査は被監査会社数が多い
とはいえ、社会的影響が大きいのは、金融商
品取引法監査であろう。金融商品取引法監査
は金融庁の管理下にあり、その実数は 3,900
社である。この実態の解明を本学所蔵の EOL 
TOWER SERVICEと EDINETを手掛かり
に監査報酬等について実施した。会社法監査
による監査報酬等も研究対象として考えら
れるが、情報の入手が困難と考えられる。申
請当初からこれは実施しないことにした。 
 さて、具体的には、2009 年 3 月決算前後
で我が国の法定監査は、分けることができる。
2010 年 3 月決算は、財務諸表の監査に加え
て内部統制監査の制度化 2年目であり、それ
を含めることにより今後の動向も提言した。 
 今後の監査研究は、2010 年 3 月決算を踏
まえて実施する必要がある。その理由は、簡
単であり、2009 年 3 月決算が監査元年とい
えるからである。 
 
 
３． 研究の方法 
  本研究課題は、2008年 3月～2010年 3月

に法定監査を受けなければならない上場会
社の有価証券報告書のコーポレート・ガバナ
ンスの部を本学所蔵の EOL TOWER 
SERVICE 利用して、印刷した。そして、コ
ーポレート・ガバナンスの部に記載されてい
る監査報酬および非監査報酬などの情報を
データベースに入力し構築して、上場取引所
別、被監査会社別、監査法人別に分けて分析
した。被監査会社の中には、SEC(アメリカ証
券取引委員会)会計基準の適用も受ける日本
を代表する大手企業（35社）もあるため、こ
れは分けて、実態解明に誤解が生じないよう
配慮して分析した。SEC会計基準適用会社は
東証 1部に上昇しているが、企業規模が異な
るためである。 
また、我が国上場会社は、国内および国内

子会社を連結して企業の経営状況を公開し
ているため、我が国の監査法人と連携してい
る海外ネットワーク会計事務所の監査も受
けている。これは、重要な海外子会社の監査
報酬を開示するという規定なっているため、
研究を進める上で悩ましい問題を生じさせ
ることになった。 
 
 

４． 研究成果 
 監査報酬の分析を中心に研究を進めたが、
監査サービスに対する需要が主に内部統制
監査の制度化により、右上方向へ大きくシフ
トした。 
下記の主な発表論文から明らかなように、

監査報酬を中心にいくつかの作業を実施し
た。つまり、研究の媒体が我が国上場会社の
有価証券報告書であるがゆえに、複数の項目
を追加・抽出すれば、多くの監査実態を知る
ことができるからである。 
 
 
●ゴーイング・コンサーン開示状況調査 
 今回、３年間の科研費の獲得に成功したが、
過去に、申請者はゴーイング・コンサーン問
題でも科研費（2004-2007,基盤研究Ｃ）によ
る支援を受けた。この研究成果を基礎にして、
2003-2008年の状況をまとめ、あらたにゴー
イング・コンサーン会社での監査人の交代に
ついて２年間の分析を試みた。 
ゴーイング・コンサーンと監査人の交代と

の関係は、ゴーイング・コンサーン情報の開
示と監査意見との関係にもとめられる。規定
上、ゴーイング・コンサーン情報の注記開示
は被監査会社の責任で行われ、監査人は注記
開示の十分性について意見をする構造にな
っている。ゴーイング・コンサーン情報の注
記開示は被監査会社には公表したくない情
報であり、監査人との間で意見が対立、それ
は監査人の交代となって表れることもある。



成果は、下記の５の⑥に掲載した。 
 
 
●監査報酬の分析 
 すでに、申請者は『内部統制監査に対する
準備状況』週刊経営財務（週刊経営財務 2007
年11月19日号 No.2845 査読なし46～49
頁）で調査結果を公表した。それを基礎にし
て、2008-2010年の調査を実施した。ただ、
研究費が十分ではなかったため、最初は、３
月決算会社全部(2,746社)であったが、研究最
終年度では東証上場会社（１部、２部、マザ
ーズ計 1,738社）範囲を縮小せざるを得なか
った。成果は５の①、②と⑤に掲載した。 
 本申請研究課題は、この問題であるため、
2010年 3月決算の調査結果の概要を紹介す
る。 
① 調査対象会社は 1,738社である 
② SEC会計基準適用会社は 35社であるが、
監査報酬の最大は42億円（三菱ＵＦＪ） ,
最少は 5,100万円、平均は 10.2億円、中
央値は 7億円であった 

③ 東証 1部 3月決算会社は 1,297社、最大
は 18億円、最少は 1,150万円,平均は
8,485万円,中央値は 5,100万円であった. 

④ 非監査業務については、SEC会計基準適
用会社の 66%,東証 1部上場会社の 18%,
東証 2部上場会社の７%、マザーズ会社
の 14%受けていた。 

⑤ 非監査報酬の金額について、かなりのば
らつきがみられた（金額については⑤の
論文参照） 

⑥ 非監査業務の内容についても調査を行っ
たが、ＩＦＲＳ対応業務、コンフォート
レター作成業務、内部統制構築助言業務、
デューデリジェンスへと続く。 

⑦ 監査法人別分析も大手、準大手、中小の
監査法人に分けて、分析を行った。東証
1部と東証２部では監査法人の市場支配
が異なっていることも判明した。東証 1
部での大手の支配は 79％、東証２部では
66％であった。この原因は被監査会社の
規模と関連すると思われるが、今後の課
題である。 

⑧ 1社当たりの大手監査法人の監査報酬の
多寡は、あずさ（11,305万円）、新日本
（8,730万円）、トーマツ（8,203万円）
へと続くことも判明した。 

⑨ 前年度の監査報酬の監査法人別分析も行
った。あずさ（4.9％減）、新日本（1.5％
減）、トーマツ（2.6％増）、非監査報酬に
ついては、あずさ（37％減）、新日本（25％
増）、トーマツ（56％減）であり、監査市
場は、右上がりの状況から、我が国監査
市場は厳しい競争状況に入ったというこ
とができる。 

 

 
●内部統制報告制度についての調査 
 この制度の中身の研究は、監査報酬の上昇
理由が内部統制監査の導入のためであった
とはいえ、申請当時予定していないものであ
った。研究者間の意見交換の席上で、蟹江章
（北大大学院）教授が内部統制報告制度で科
研費による研究を進めていることが判明し
た。同氏と共同で内部統制報告制度の実態と
問題点の把握に努めた。成果は５の③と④に
掲載した。 
研究成果は広く社会の人々に知ってもら

うために、下記５．の商業会計雑誌に投稿し
受理された。ただ、査閲は受けていない。 

 
この問題について現在、日本公認会計士協

会の研究支援を受けて、４名の研究者による
研究成果が公表されつつあると１．で指摘し
たが、この研究課題は複数者による共同研究
でのみ十分な成果の公表ができると実感し
た。これが反省点である。 
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